
自治事務 法定受託事務

■職員□一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 □その他( )
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※令和７年度は決算見込み額です。

※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

担当課

令和4年度

療養費給付事業

1,530,900

8,052,101,704

前年度決算額（円）

特別会計

令和08年06月19日(金)

令和9年度

国民健康保険保、国民健康保険法施行法、国民健康保険
法施行令、国民健康保険法施行規則、深谷市国民健康保
険条例、深谷市国民健康保険に関する規則

■ □

96,710,311 100,119,904

保険年金課 担当係 国保給付係 管理番号 17141国民健康保険給付事業

みんなで創る協働のまち

行財政運営の推進

令和7年度

総務費

10,384,880,801

0

保険給付費 審査支払手数料

9,584,586,786 10,348,387,496

20,768,881 23,342,496

2.45 2.65

92,558,816

0

10,099,861,500

令和5年度 令和6年度

9,687,980,165

21,377,827

大項目

小項目

6

国民健康保険法等に基づき、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して、医療の給付又は療養費及び高額療養費
等の支給をする。

県支出金 10,222,771,643 9,950,743,924 9,514,272,848 9,401,970,994 10,225,370,000

保険給付費

一般管理費

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

48,000

審査支払手数料

総務管理費

総務費 総務管理費

被保険者

中項目 2 将来に向けた持続可能なまちづくり

0

事務事業

4

事業概要

２．事業費（投入コスト）

総
合
計
画

主要プロジェクト

0

53,764,159 56,196,760 55,571,179 61,688,007

10,747,675,000

23,000 362,000 0

50,705,171

特別会計

事務事業評価表
１．基本事項

2.15 2.60

根拠法令
個別計画等

事業区分

目的
※何のために

医療費適正化事業

連合会負担金 連合会負担金

社会保障及び国民保険の向上に寄与するため。国民健康保険法に基づく医療給付等を行い、被保険者が安心して医療
を受けられる。

対象
※誰・何を対象に

区分 款

手段
※どのように

被保険者が医療機関等へ受診するなどした場合の医療費等について、自己負担額を除く分を給付する。

成果
※何を求めるか

被保険者に対し、必要な給付を行う。

単位：円

45,198,000

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

10,401,800,349 10,117,083,355

16,919,548 17,221,855

2.15

39,000

54,477,000

108,321,999

18,788,628

作成日

細事業名

療養給付事業

事
業
費 地方債

年度別計画

10,901,358,000 10,910,277,000

0

決算額

国支出金

10,325,045,000

9,666,602,338

令和8年度

療養諸費

事務事業を
構成する
予算事業

本事業の
主な業務

移送費の支給

高額療養費の貸付

葬祭費の支給

出産費資金の貸付

審査支払手数料の拠出

療養給付費の支給

65,471,168

高額療養費支給

特別療養費の支給

療養費の支給

入院時食事療養費（差額支給）

出産育児一時金の支給

レセプト点検業務

療養費

区分

執行体制

療養諸費

保険給付費 療養諸費

特別会計

項 目

特別会計

特別会計

療養給付費

9,563,817,905 0

10,695,834,000



事業費の増減は受動的であるため目標値は設定不可／総事業費÷被保険者数（年度平均）

百万
円

32,038.00

保険給付者数の増減は受動的であるため目標値は設定不可／年報数値

28,960.00 27,707.00

　

324.14

令和
7年度

令和
8年度

30,238.00

100.00

保険給付件数の増減は受動的であるため目標値は設定不可／年報数値

541.64 515.06

100.00

４．観点別評価

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

100.00

令和
9年度

令和
4年度

令和
5年度

令和
6年度

評価者 国保給付係長　小林　雅亮

区分 評価の観点 評価 評価理由

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できてい
るか。
・民間委託や他事業との統合・連携が
可能か。

レセプト点検業務を継続して委託し、内部事務の効率化を図った。

A

A

医療費等について、円滑に支給を行った。

成果

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 国保給付係長　小林　雅亮

千円

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

10,279.51 9,921.68 9,470.86

100.00
％

成果指標１

334.58 334.53 345.18

実績値の算出式

実績値

目標値

9,429.60

100.00

滞りなく支給していることを成果とした／支給件数÷支給すべき件数

活動指標２

活動指標３

単
位

人

３．評価指標

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

被保険者数の増減は受動的であるため目標値は設定不可/各月末被保険者数の合計÷１２月

区分

年度平均被保険者数

評価評価の観点区分

100.00 100.00100.00

547.55 539.38

100.00 100.00

件数

目標値

実績値

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

保険給付額（療養給付費・療
養費・高額医療費）

保険給付件数（療養給付費・
療養費・高額医療費）

目標値

実績値

受給すべき医療費等について
支給した件数の割合

被保険者１件当たり事業費

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

効率指標１

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A活動

評価理由・指標数値の推移
保険給付額が前年と比較し減少した。

目標値の算定根拠/実績値の出所


